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平成 24 年度事業報告 附属明細書１ 協力会員校等 

 １）協力会員校(4 年制大学)の現況 

区分 
大学数 

25.3.31 24.3.31 増減 

国立 11 11 0 

公立 2 2 0 

私立 36 36 0 

大学校 1 1 0 

計 50 50 0 

２）準協力会員校(短期大学等)の現況 

区分 
短期大学等の数 

25.3.31 24.3.31 増減 

国立 1 1  0 

公立 0            0  0 

私立 1     1   0 

計   2 2 0 

 

３）賛助会員の現況 

区分 
団体等の数 

25.3.31 24.3.31 増減 

海外 0 0  0 

法人・団体 5            6 -1 

計   5 6 -1 

 

 

 

 

 

以上 

 

 



 

 

 

 

 

平成 24 年度事業報告 附属明細書２ 運営幹事校一覧 

青山学院大学 首都大学東京 日本女子大学 明治大学 

桜美林大学 中央大学 東京農工大学 日本大学 

慶應義塾大学 帝京大学 法政大学 創価大学 

国際基督教大学 東京学芸大学 立教大学 東洋大学 

駒澤大学 東京大学 早稲田大学 明星大学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 

 

 



平成 24 年度事業報告 附属明細書３ 評議員会及び役員会開催に関する事項 

①評議員会  第 2 回評議員会  平成 24 年 5月 19 日 

        ・評議員 1名の辞任に伴う後任の選任 

        ・平成 23 年度事業報告及び平成 23 年度決算報告の審議 

        ・開館 50 周年記念事業への取り組みに関する審議 

       第 3 回評議員会  平成 25 年 3月 29 日 

        ・定款の一部変更に関する審議 

         評議員及び理事の定数変更、評議員及び役員の報酬について 

        ・評議員及び役員等の報酬等及び費用に関する規程の変更に関 

         する審議 

        ・評議員 1名の辞任及び後任の選任 

           ・平成 25年度事業計画及び同収支予算の説明 

②理事会   第 6 回理事会   平成 24 年 5月 19 日 

        ・平成 23 年度事業報告及び平成 23 年度決算報告の審議 

        ・開館 50 周年記念事業への取り組みに関する審議 

       第 7 回理事会   平成 24 年 11 月 1 日 

        ・開館 50 周年記念事業募金委員会要項等の審議 

        ・短・中・長期計画骨子に関する審議 

        ・平成 25 年度事業計画骨子に関する審議 

        ・第 3回評議員会の招集に関する審議 

        ・新規協力会員校入会に関する審議 

       第 8 回理事会         平成 25 年 3 月 29 日 

           ・平成 25年度事業計画及び同収支予算の審議 

           ・第 4回評議員会の招集に関する審議 

        ・定款の一部変更に関する審議 

         評議員及び理事の定数変更、評議員及び役員の報酬について 

        ・評議員及び役員等の報酬等及び費用に関する規程の変更に関 

する審議 

           ・事務組織規程制定に関する審議 

           ・常勤嘱託給与内規制定に関する審議 

③常務理事会 平成 24年度第 1回常務理事会  平成 24年 5 月 19 日 

       平成 24 年度第 2回常務理事会  平成 24年 11 月 1 日 

 

 

以上 

 



平成 24 年度事業報告 附属明細書４ 事務組織及び職員数 

 職 員 常 勤 

嘱 託 

非 常

勤 

嘱 託 

ﾊﾟｰﾄ 

ﾀ ｲ ﾏｰ 

25.3.31 

在 籍 

24.3.31 

在 籍 

理事

長 

  

総合戦略Ｇ 
１ １ ０ ０ ２ ２ 

   50 周年事業、総合企画、総合企画会議  

   

専務 

理事 

 

総務Ｇ 

０ １ ２ １ ４ ４ 
    

経理、施設・東亜、総務・人事、防災、

課長会議 

 

 

宿泊Ｇ 

０ ４ ４ ３ 11 １１ 

館長 

    

宿泊、宿直、利用促進【利用促進司令

塔】 

 

  

セミナー・ 

留学生Ｇ 

０ ３ ０ ０ ３ ３ 
  

セミナー事業、広報、留学生支援、利

用促進 

 

合計人員 １ ９ ６ ４ ２０ ２０ 

24.3.31 

在籍 
１ ９ ６ ４ ２０ ２０ 

             宿泊Ｇには、常勤出向受け入れ 1名を含みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 

 

 



平成 24 年度事業報告 附属明細書６ 留学生会館入居状況 

大学等名 

所属 性別 

大学院

（研究生

を含む） 

学部 専門学校 
客員研究

員 
計 男 女 

首都大学東京 7 1  1 9 5 4 

中央大学 4    4 2 2 

東京工科大学 1 2   3 2 1 

東京薬科大学 2    2 2  

帝京大学  1   1 1  

明星大学  1   1  1 

電気通信大学 1    1  1 

日本工学院専門学

校 

  3  3 3  

合計（8校） 15 5 3 1 24 15 9 

前年度 16 9   25 12 13 

 

国別留学生数 

国 名 計 
前年

度 

大学院 

（研究生

を含む） 

学部 専門学校 研究員 

中国 14 21 8 5  1 

イタリア 1 1 1    

インド 1 1 1    

エストニア 1  1    

韓国 1  1    

カンボジア 1    1  

ケニア 1    1  

コロンビア 1  1    

台湾 1  1    

フィリピン 1 1   1  

ロシア 1  1    

バングラディシュ  1     

合計 24 25 15 5 3 1 

以上 



平成 24 年度事業報告 附属明細書７ 留学生論文の表彰に関する事項 

留学生の日本語による論文作成能力を向上させる機会を提供するとともに、日本留 

学の成果を発信し、国際相互理解及び国際交流を促進することを目的に平成 21 年 

度から実施している。今年度は全国の大学から 68 の応募作品が寄せられ、６作品 

が入賞した。 

①入賞作品 

＜銀賞＞ 

○劉 高翔（東京大学・中国）「私が考えるグローバルイシュー― 足りないグロー

バルガバナンス―」 

○陳 林俊（名古屋外国語大学・中国）「日中関係の打開策についての提言―謙虚に

耳を傾け合おう―」 

○銀 徐萍（早稲田大学・中国）「BOP 市場における利益獲得と貧困軽減を同時に追

求するビジネスの可能性」 

＜銅賞＞ 

○徐 孝源（慶應義塾大学・韓国）「地球環境問題」 

○崔 藎禑（九州保健福祉大学・韓国）「故郷を失って行く人類の砂漠化に対する 

姿勢―急速な砂漠化に対する正しい理解と対策に関する考察―」 

○Nguyen Nhu Quyen（福岡女学院大学大学院・ベトナム）「私が考える地球的問題―

浪費と貧困―」 

（注）今年度は銀賞 3、銅賞 3が受賞したが、金賞の該当論文はなかった。 

②大学別（51 校） 

慶應義塾大学・北見工業大学（各 4）、 

同志社大学・城西国際大学（各 3）、 

三重大学・拓殖大学・中央大学・東京大学・富山大学・・北海道大学・お茶の水女子 

大学（各 2）、 

桜美林大学・早稲田大学・東京外国語大学・立教大学・恵泉女学園大学・    

熊本学園大学・熊本大学・・ノートルダム聖心女子大学・駒澤大学・広島大学・弘 

前大学・香川大学・札幌大学・愛知県立大学・四日市大学・秋田大学・愛知工業大 

学・信州大学・神戸親和女子大学・神戸大学・大阪市立大学・大阪商業大学・大阪 

大学・関西学院大学・中央学院大学・吉備国際大学校・長崎大学・金沢大学・東北 

大学・九州国際大学・奈良先端科学技術大学院大学・梅光学院大学・浜松大学・九 

州産業大学・福岡女学院大学・北海道教育大学・九州保健福祉大学・北陸先端科学 

大学院大学・名古屋外国語大学・名古屋工業大学（各 1） 

③国籍別（6カ国） 

中国（45）、韓国（14）、モンゴル（3）、ベトナム・マレーシア・インドネシア（各 2） 

以上 


